
資料１ 

北陸圏域道路啓開計画策定協議会 規約（改正案） 

 

 

（名称） 

第１条 本会は、「北陸圏域道路啓開計画策定協議会」（以下「協議会」という。）

と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、北陸圏域（新潟県、富山県、石川県）における、道路法（昭和

27 年法律第 180 号）第 22 条の 3 に定める道路啓開計画を策定し、関係機関の

連携・協力により、大規模災害時において、道路啓開の実効性向上を目的とす

る。 

 

（協議事項） 

第３条 協議会は、第２条の目的を達成するため、次の事項について協議を行うも

のとする。 

（１）広域ブロック単位の対象となる災害の種類や道路啓開の目標に関するこ 

と。 

（２）優先的に道路啓開を実施する路線・区間やその方法に関すること。  

（３）道路啓開に必要な資機材の備蓄又は調達に関すること。  

（４）道路啓開に関する実践的な訓練、情報収集及び伝達に関すること。  

（５）その他、前条の目的を達成するために必要な事項。 

 

（組織） 

第４条 協議会は、第２条の目的を達成するために各行政機関、各関係団体等をも

って組織する。  

２ 協議会には会長を置くものとし、北陸地方整備局道路部長が務めるものと

する。 

３ 会長が職務を遂行できない場合は、予め会長が指名する者が職務を代理す

る。  

４ 会長に事故があるときは、予め会長が指名する者がその職務を代行する。  

５ 協議会の構成は、別表のとおりとする。 ただし、必要に応じ会長が指名

する者の出席を求めることができる。 

６ 協議会には、実務的な検討を行うためのワーキンググループを設けること



 

 

 

ができる。 ワーキンググループを設置した場合は、検討結果を協議会に報

告しなければならない。 

 

（議事の公開） 

第５条 協議会は原則として非公開とする。 

    協議会の会議に提出された資料及び議事概要は、会議終了速やかに公開す

る。 

 

（事務局） 

第６条 協議会の運営に係わる事務を行わせるため、事務局を置くものとする。  

２ 協議会の事務局は国土交通省北陸地方整備局道路部に置くものとする。  

 

（規約の改正）  

第７条 本規約の改正等は、協議会の協議により行うものとする。  

 

（その他） 

第８条 協議会は、道路法第２８条の２第１項の規定に基づき設置するものであ

り、本規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定めるもの

とする。 

 

（附則）  

第９条 本規約は、令和６年２月２９日から施行する。 

（令和６年３月２７日 一部改正） 

（令和７年８月２９日 一部改正） 

（令和７年１１月２８日 一部改正） 

（令和８年 月  日 一部改正） 

 



(別表)

北陸圏域道路啓開計画策定協議会　構成員

機関 役職 備考

【道路管理者】

北陸地方整備局 企画部長

北陸地方整備局 道路部長 会長

北陸地方整備局 統括防災官

新潟県 土木部長

富山県 土木部長

石川県 土木部長

新潟市 土木部長

東日本高速道路（株）新潟支社 道路事業部長

中日本高速道路（株）金沢支社 高速道路事業部長

富山県道路公社 事務局長

【関係機関】

関東管区警察局 広域調整部長

中部管区警察局 総務監察・広域調整部長

新潟県警 交通部長

富山県警 交通部長

石川県警 交通部長

北関東防衛局 企画部長

近畿中部防衛局 企画部長

陸上自衛隊　第１０師団 第３部長

新潟地方気象台 次長

北陸地方整備局 水政調整官

新潟県消防長会 会長

富山県消防長会 会長

石川県消防長会 会長

新潟県福祉保健部 福祉保健部長

富山県厚生部 厚生部長

石川県健康福祉部 健康福祉部長

（一社）日本建設業連合会北陸支部 支部長

（一社）日本道路建設業協会北陸支部 支部長

（一社）新潟県建設業協会 会長

（一社）富山県建設業協会 会長

（一社）石川県建設業協会 会長

（一社）日本建設機械施工協会北陸支部 支部長

（一社）建設コンサルタンツ協会北陸支部 支部長

（一社）全国地質調査業協会連合会　北陸地質調査業協会 理事長

（一社）全国測量設計業協会連合会　北陸地区協議会 会長

東北電力ネットワーク(株) 新潟支社 総務広報部長

北陸電力送配電（株） 総務・コンプライアンス推進部長

NTT東日本(株)埼玉事業部新潟支店　　 設備部長

NTT西日本(株)北陸支店 設備部長

（公社）日本水道協会　新潟県支部 新潟県支部

（公社）日本水道協会　富山県支部 富山県支部

（公社）日本水道協会　石川県支部 石川県支部

新潟県ガス協会 技術部会長

（一社）富山県エルピーガス協会 専務理事

（一社）石川県エルピーガス協会 専務理事

特定非営利活動法人
にいがた災害ボランティアネットワーク

理事長



改正道路法における道路啓開の枠組み

道路啓開計画を法定化、実効性のある計画に基づいた道路啓開を実施（承認工事の特例の創設）

能登半島地震等を受けた「道路啓開」の重要性の認識
（人命救助、ライフラインの早期復旧、孤立集落への交通確保）

道路啓開計画の策定 及び記載内容の明確化

① 管理区分を超えた啓開作業 ② 実践的な啓開訓練 ③ 定期的な計画見直し

激甚化・頻発化する

自然災害への対応強化

これまでの全国の

啓開実績の反映

道路啓開の実効性の向上

事前に協議した対象路

線に対し、当該道路管

理者以外の者が円滑

に作業できるよう措置

多くの関係者の協力

のもとで車両・ガレキ

移動、倒壊電柱除却

などの訓練を実施

策定後の災害対応の

実績や、地域の災害

想定の見直し等を踏

まえて計画を見直し

対象災害、啓開目標、対象路線・区間、啓開方法、資材・機械の

備蓄・調達、訓練、情報の収集・伝達方法 等

→ 法定協議会（道路管理者＋関係機関）を経て決定

■令和６年能登半島地震における道路啓開

改正概要

背景・必要性

※道路啓開：土砂・瓦礫等、自然災害に伴う道路上の障害物除去
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道路啓開計画の基本的な構成

対象となる災害

啓開の目標 優先路線・区間

実施方法
資機材の
備蓄・調達

情報収集・伝達

訓練

その他

地震・津波災害

火山災害

雪害

風水害

広域ブロック単位

都道府県単位

自然災害の種類

計画策定単位
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道路啓開計画【雪害編】今後の予定（案）

令和８年７月２７日
（今回）

令和８年度 第１回
北陸圏域道路啓開計画策定協議会 開催

（ワーキンググループで実務的な検討を実施）

第○回
北陸圏域道路啓開計画策定協議会 開催

令和８年度内 北陸圏域道路啓開計画（雪害編） 策定・公表

以降 各県単位 道路啓開計画（雪害編） 策定・公表
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北陸圏域道路啓開計画【地震・津波編】の策定経緯

令和７年８月２９日 令和７年度 第１回北陸圏域道路啓開計画策定協議会

令和７年度 第３回北陸圏域道路啓開計画策定協議会

改正道路法に基づく
北陸圏域道路啓開計画（地震・津波編） 策定・公表

令和７年度 第２回北陸圏域道路啓開計画策定協議会令和７年１１月２８日
（書面開催）

令和７年１２月２５日

令和７年１２月２３日

（ワーキンググループで実務的な検討を実施）

令和７年度 第４回北陸圏域道路啓開計画策定協議会令和８年３月１９日
（書面開催）

※令和８年４月１日に石川県内道路の管理者変更等に伴う
北陸圏域道路啓開計画の一部改訂 4



道路啓開計画【地震・津波編】 今後の予定（案）

令和８年５月～７月 各県単位 道路啓開計画策定協議会 設立

（ワーキンググループで実務的な検討を実施）

令和８年５月１９日 石川県 第１回協議会開催

令和８年７月１６日 富山県 第１回協議会開催

令和８年７月２９日 新潟県 第１回協議会開催（予定）

令和８年内 石川県 道路啓開計画策定 策定・公表

各県単位 第○回道路啓開計画策定協議会 開催

令和８年度内 新潟県・富山県 道路啓開計画策定 策定・公表
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